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第10期介護保険事業計画策定に向けた国の動向について

出典：全国介護保険担当課長会議資料 令和8年 7月 15日より

第11次高齢者保健福祉計画・第10期介護保険事業計画策定にあたっては、国から

示される「基本指針」などを踏まえて策定することになります。

１ 基本指針とは

・介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を確保するための基本的な指針

・３年を一期とする都道府県・市町村介護保険事業計画作成のガイドラインの役割

（計画の「基本的記載事項」や「任意記載事項」を示す）

・国では、令和8年7月15日全国介護保険担当課長会議において、「基本指針（案）」

を提示

２ 第10期計画の基本指針のポイント

Ø 2040年を見据えた計画策定

2040年にかけて地域のサービス需要が変化していく中で、第10期介護保険事業

（支援）計画から、都道府県が積極的に関与しながら、2040年等の中長期の介護

サービス見込量を見据えて策定していくことが更に重要となる。

Ø 医療・介護連携や人材確保等、重要施策の推進

「中山間・人口減少地域対応」「医療・介護連携」「高齢者向け住まい」「人材確

保、生産性向上・経営改善支援」等について、第９期までの取組を前提に、第 10

期計画における位置付けを明確化した上で、必要な取組を進めることが必要。

(1)基本的な考え方
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ア 介護サービス基盤の計画的な整備

(ア) 介護保険事業（支援）計画の策定

・中長期的な地域の人口動態や介護ニーズの見込み等を適切に捉えて、都道府県と市町村

が2040年度を見据えた中長期的な推計を実施し、共通の課題認識を持った上で、地域

の関係者を含めてサービス提供体制の在り方を検討

・計画策定における都道府県の関与や医療・介護連携の強化等のため、計画の策定過程に

おける議論のプロセスを整理

・計画策定に当たって都道府県・市町村や関係者が確認すべき指標や状況の提示等によ

り、地域の現状把握・分析や計画策定を支援

(イ) 地域の実情に応じたサービス提供体制の構築

・地域の類型（中山間・人口減少地域、大都市部、一般市等）を念頭に置いた計画策定。中

山間・人口減少地域においては、関係者の意見を聞きながら、必要な対応（人材確保や生

産性向上等の施策、新たな類型を含む特例介護サービスの活用等）について議論

・医療との連携状況や有料老人ホーム等の高齢者向け住まいの入居の状況等を踏まえたサー

ビス提供体制の構築

イ 地域包括ケアシステムの深化

(ア) 総合事業の多様なサービス・活動の充実に向け、多様な主体とのつながりづくり

等の更なる支援や質の向上を図るための分析・評価等を推進

(イ) 頼れる身寄りがいない高齢者等の生活ニーズを地域課題として解決するため、関

係者を含めて地域全体で対応を協議し、切れ目のない支援が提供される地域づく

りを推進

(ウ) 認知症基本法及び認知症施策推進基本計画を踏まえた取組の推進

ウ 介護人材確保と職場環境改善に向けた生産性向上、経営改善支援等

(ア) 都道府県が主体となって介護人材確保に関するプラットフォームを構築するとと

もに、生産性向上等の取組の促進を図るための協議会を設置し、地域の関係者が

協働して課題解決に向けた実践的な取組を推進

(イ)テクノロジーの更なる活用等による生産性向上や、協働化・大規模化の推進等に

よる経営基盤の強化等を推進

(２)見直しのポイント
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３ 第10期介護保険事業計画において記載を充実する事項

国において、現時点では、主に次の事項について記載を充実する案が示されています。

(1) 介護サービス基盤の計画的な整備

① 介護保険事業（支援）計画の策定

・2040年度を見据えた中長期的な推計の実施。都道府県と市町村が共通の課題認識を持った上

で、地域における2040年に向けたサービス提供の在り方について、広域的に議論する体制

の構築

・計画策定における都道府県の関与や医療・介護連携の強化等のため、計画策定過程における議

論のプロセスや都道府県・市町村の医療・介護担当者等の関係者で議論すべき内容の明確化

・計画策定に当たって都道府県・市町村や関係者が確認すべき指標や状況等の提示

・介護保険事業（支援）計画におけるロジックモデルの活用やPDCAサイクルに沿った計画策

定の推進

② 地域の実情に応じたサービス提供体制の構築

・「時間軸」及び「地域軸」の両視点から、地域の類型（中山間・人口減少地域、大都市

部、一般市等）を念頭に置いた計画策定の重要性

・中山間・人口減少地域におけるサービス提供体制の確保のために必要な対応（人材確保や

生産性向上等の施策、新たな類型を含む特例介護サービスの活用等）の推進

・介護サービスの基盤整備にあたり、医療との連携状況や有料老人ホーム等の高齢者向け住

まいの入居定員総数や要介護者等の状況の勘案

・中山間・人口減少地域等において真にやむを得ない場合における高齢者事業の廃止・転用

等

(2) 地域包括ケアシステムの深化

・改正住宅セーフティネット法を踏まえた、住宅部局と福祉部局の連携の重要性

・総合事業の多様なサービス・活動の充実に加え、総合事業に該当しない多様な活動や事業を含

めた取組の重要性

・介護予防と地域の支え合いを一体的に実施する拠点の整備・運営

・頼れる身寄りがいない高齢者等への地域包括支援センター等による相談対応の明確化、切れ目

のない支援が提供される地域づくりの推進

・認知症基本法の成立及び認知症施策推進基本計画を踏まえた取組の推進

・高齢者向け住まいにおける虐待防止や、養護者に該当しない同居者等からの虐待防止の推進

・災害や感染症に対する備えとして、地域包括支援センターの業務継続に向けた計画等を策定

し、平時からの地域における関係構築や訓練の実施等の重要性

(3) 介護人材確保と職場環境改善に向けた生産性向上、経営改善支援等

・介護人材確保、生産性向上、経営改善支援策等に関する取組の充実（多様な人材の確保・育

成、離職防止・定着促進、介護職の魅力向上、外国人材の受入環境整備、介護テクノロジーの

導入促進、協働化等の推進等）


